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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 第35期中・第36期中及び第35期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ 第37期中及び第36期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益について、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 13,101 13,490 13,911 25,792 23,394

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) 141 143 148 285 △528

中間(当期)純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) 55 34 192 201 △5,090

純資産額 (百万円) 10,731 10,773 5,783 10,970 5,702

総資産額 (百万円) 32,190 31,769 24,138 31,801 26,350

１株当たり純資産額 (円) 662.62 665.22 357.15 676.60 352.10

１株当たり中間(当期) 
純利益又は１株当たり 
当期純損失(△)

(円) 3.43 2.10 11.88 11.58 △314.35

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.3 33.9 24.0 34.5 21.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 450 △606 1,203 1,931 884

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 136 △158 406 333 △65

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,162 555 △1,550 △2,614 △324

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 4,611 4,628 5,390 4,838 5,331

従業員数 (名) 473 449 449 435 406



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 11,313 11,902 12,267 22,490 20,126

経常利益又は 
経常損失(△）

(百万円) 31 7 28 96 △775

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(百万円) 12 △3 125 86 △5,385

資本金 (百万円) 3,761 3,761 3,761 3,761 3,761

発行済株式総数 (株) 16,548,196 16,548,196 16,548,196 16,548,196 16,548,196

純資産額 (百万円) 10,799 10,736 5,415 10,946 5,408

総資産額 (百万円) 25,206 25,680 18,415 25,766 20,661

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 6 ― ― 12 ―

自己資本比率 (％) 42.8 41.8 29.4 42.5 26.2

従業員数 (名) 339 340 356 309 327



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容に重要な変更

はありません。 

また、主要な関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員数であります。 

２ 当社グループにおいては、営業、建設両部門所属の従業員の多くは、住宅請負事業及び分譲事業セグメント

の業務を兼務しており、各セグメントへ人員を配分できないため、一括して記載しております。なお、「住

宅請負事業・分譲事業」の従業員数には、住宅請負事業セグメントの専従者が49名含まれております。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありま

せん。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

住宅請負事業・分譲事業 416

住宅金融、その他事業 19

全社(共通) 14

合計 449

従業員数(名) 356



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、情報技術分野の在庫調整がほぼ終わり、雇用・所得環境

の改善や企業の設備投資の拡大などから、景気は緩やかに回復を続けております。 

一方、住宅業界におきましては、東京23区の基準地価が住宅地、商業地ともに15年ぶりに上昇するな

ど大都市圏での地価の底入れ感が広がっており、地方都市へも徐々に波及する状況となってきておりま

す。 

当社グループは、このような市場環境下にあって、創業以来初となる大規模な宅地分譲地「エムズガ

ーデン南中山」を仙台市泉区に開発、造成し、当社が標榜するコンセプトに共感いただける「エムズ 

くらぶ会員」を募集する傍らで街づくりをすすめるという新たな販売方法を展開しております。商品面

ではミサワホームが開発した制震装置「ＭＧＥＯ（エムジオ）」を標準装備した「ＧＥＮＩＵＳいろど

りの間」を投入いたしました。また、「ＣＥＮＴＵＲＹ蔵のある家」は今年度のグッドデザイン賞を受

賞して16年連続の受賞となるなど、ミサワホームの高いデザイン性が改めて証明された形となりまし

た。 

以上の営業活動の結果、当中間連結会計期間は売上高139億11百万円（前中間連結会計期間比3.1％

増）、経常利益は１億48百万円（前中間連結会計期間比3.4％増）、中間純利益は１億92百万円（前中

間連結会計期間比465.7％増）となりました。 

なお、当社主要取引先であるミサワホーム株式会社は平成17年６月10日付で金融機関等から債務免除

113,326百万円を受け、関係会社であるミサワホームホールディングス株式会社は、株式会社ユーエフ

ジェイ銀行を引受先とする第三者割当増資(優先株式発行)19,999百万円を実施しております。また、関

係会社であるミサワホームホールディングス株式会社は平成17年６月24日付で、トヨタ自動車株式会

社、ＮＰＦ－ＭＧ投資事業有限責任組合、あいおい損害保険株式会社を引受先として第三者割当増資

(普通株式発行)25,826百万円を実施しております。これらの財務体質改善等により、両社は債務超過を

解消しております。 

また、セグメント別の業績は次のとおりであります。 

① 住宅請負事業 

当中間連結会計期間は、持ち家の新設住宅着工戸数は弱含みになっていることを背景に、当社の主力

商品である一戸建て注文住宅は前中間連結会計期間に比べほぼ横ばいとなった結果、売上高は76億23百

万円（前中間連結会計期間比2.2％減）になりましたが、営業費用を抑えたことにより営業利益は２億

89百万円（前中間連結会計期間比276.1％増）となりました。 

② 分譲事業 

当中間連結会計期間は、南東北では基準地価の下落率が縮小するなど回復への期待が部分的に見受け

られる中で、既存の建売分譲や保有する分譲用宅地の一部の販売価格を見直し、積極的な販売に取り組

んだところ、当初計画を上回る販売に結びついた結果、売上高は58億56百万円（前中間連結会計期間比

14.4％増）、営業損失は１億67百万円（前中間連結会計期間は１億68百万円の損失）となりました。 



③ 住宅金融、その他事業 

当中間連結会計期間は、宅地の販売が減少したことなどから、売上高は４億32百万円（前中間連結会

計期間比25.4％減）、営業利益は78百万円（前中間連結会計期間比43.4％減）となりました。 

また、住宅業界におきましては、今後の地価動向や景気回復とともに住宅ローン金利が上昇する見通

しから、団塊ジュニア層を中心とした住宅購入が引き続き堅調に推移するものと予想され、住宅着工は

底堅く推移していくことが期待されます。 

なお、所在地別セグメントの業績については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社、在外支

店がないため記載しておりません。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は53億90百万

円となり、前中間連結会計期間より７億61百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。    

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果増加した資金は12億３百万円（前中間連結会計期間は６億６百万円の減少）となりま

した。これは主に、たな卸資産の減少23億39百万円、売上債権の増加５億87百万円、仕入債務の減少４

億19百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果増加した資金は４億６百万円（前中間連結会計期間は１億58百万円の減少）となりま

した。これは主に、投資有価証券の売却による収入３億80百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果減少した資金は15億50百万円（前中間連結会計期間は５億55百万円の増加）となりま

した。これは主に、短期借入金の純減12億80百万円、長期借入金の返済による支出２億70百万円による

ものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 施工実績 

当中間連結会計期間における住宅請負事業及び分譲事業の施工実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 住宅金融、その他事業については、生産(施工)を伴う事業ではないため記載しておりません。 

２ 仕掛工事施工高については、未成工事支出金により施工高を推定したものであります。 

３ 分譲事業の期中完工高及び期中施工高に土地代は含まれておりません。 

４ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における住宅請負事業及び分譲事業の受注状況は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 住宅金融、その他事業については、受注を伴う事業ではないため記載しておりません。 

２ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの販売実績は次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称
期中完工高 
(百万円)

期末仕掛工事
施工高 

－期首仕掛工事 
施工高 
(百万円)

期中施工高
(百万円)

前年同期比(％)

住宅請負事業 7,623 △526 7,097 91.0

分譲事業 2,499 △66 2,432 71.0

合計 10,122 △592 9,529 84.9

事業の種類別セグメントの名称
期中受注高 
(百万円)

前年同期比(％)
期末受注残高
(百万円)

前年同期比(％)

住宅請負事業 6,414 97.9 4,421 84.9

分譲事業 6,507 125.3 2,621 264.7

合計 12,922 110.0 7,043 113.7

事業の種類別セグメントの名称
金額
(百万円)

構成比(％) 前年同期比(％)

住宅請負事業 7,623 54.8 97.8

分譲事業 5,856 42.1 114.4

住宅金融、その他事業 432 3.1 74.6

合計 13,911 100.0 103.1



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が対処すべき課題につい

て、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、ミサワホーム信越株式会社と「営業譲渡契約」を平成17年８月25日に締結し、同社の庄内支店

を譲受けました。その概要は次のとおりであります。 

(1) 営業譲受日 

平成17年10月１日 

(2) 営業譲受けの目的 

庄内支店と当社の山形支店は同一県内であり、地域一体とした効率的な広告宣伝活動等、経営効率の

改善、採用活動及び施工・発注の合理化が図れる。 

(3) 従業員の受入れ 

当社は、庄内支店の従業員20名を平成17年10月１日付で受け入れました。 

  

５ 【研究開発活動】 

特に記載すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当社仙台支店展示用建物の新設については平成17

年５月、盛岡支店土地建物及び北上事務所土地建物の売却については平成17年６月に完了しておりま

す。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

  

 
  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

 会社名 
(事業所名)

所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

 東北ミサワ 
 ホーム㈱ 
（仙台支店）

仙台市 
泉区

住宅請負事業
分譲事業

南中山 
事務所

31 15
自己資金及び
短期借入金

平成17年
  ９月

平成17年 
  11月 

―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
（注）１  平成17年６月29日開催の定時株主総会決議により、商法第289条第１項の規定に基づき、資本準備金の一部

を取崩したものであります。 

 ２  商法第289条第２項の規定に基づき、その他資本剰余金に振替えたものであります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 65,500,000

計 65,500,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月９日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 16,548,196 16,548,196
東京証券取引所
市場第一部

―

計 16,548,196 16,548,196 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年６月29日 
（注）１

― 16,548,196 ― 3,761 △ 2,470 1,632

平成17年７月31日 
（注）２

― 16,548,196 ― 3,761 △  632 1,000



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ コクサイエアロマリン株式会社の所有株式数340千株には、コクサイエアロマリン共有会名義50千株を含ん

でおります。 

２ 上記のほか自己株式353千株(発行済株式総数に対する割合2.14％)があります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ミサワホームホールディングス
株式会社

東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 4,409 26.65

ミサワホーム東京株式会社 東京都杉並区高井戸東二丁目４番５号 774 4.68

株式会社七十七銀行 仙台市青葉区中央三丁目３番20号 690 4.17

東北ミサワホーム取引先持株会 仙台市青葉区中央一丁目３番１号 521 3.15

株式会社ミサワホーム福島 福島県福島市鎌田字舟戸前16番３号 460 2.78

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦三丁目21番24号 459 2.78

株式会社殖産銀行 山形県山形市桜町７番35号 368 2.22

ミサワホーム北海道株式会社 札幌市白石区東札幌二条六丁目８番１号 361 2.18

コクサイエアロマリン株式会社 東京都港区西新橋二丁目５番２号 340 2.10

ミサワホーム九州株式会社 福岡市博多区博多駅前三丁目２番１号 294 1.78

計 ― 8,677 52.44



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,300株が含まれてお

り、当該株式に係る議決権113個を議決権の数から控除しております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式16株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 353,400

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

16,193,800
161,825 ―

単元未満株式  
普通株式 996 ― ―

発行済株式総数 16,548,196 ― ―

総株主の議決権 ― 161,825 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
東北ミサワホーム株式会社

仙台市青葉区中央一丁目３
番１号

353,400 ― 353,400 2.14

計 ― 353,400 ― 353,400 2.14

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 367 331 329 329 385 344

最低(円) 302 314 313 318 303 321



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づき、同規則及び「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)により作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣

府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和

24年建設省令第14号)により作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令

第５号）附則第３号のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、中央青山監査法人の中間監査を受けており

ます。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 4,728 5,440 5,381

２ 売掛金・完成工事未収入  
  金及び分譲事業未収入金

1,330 1,057 470

３ 営業貸付金 4,215 2,060 2,046

４ たな卸資産
※２

※４
10,164 9,455 11,795

５ その他 1,230 839 1,147

６ 貸倒引当金 △83 △343 △338

流動資産合計 21,585 68.0 18,509 76.7 20,503 77.8

Ⅱ 固定資産

(1) 有形固定資産

１ 建物及び構築物
※１ 
※２

1,946 1,637 1,556

２ 土地 ※２ 3,884 2,117 2,117

３ その他 ※１ 305 6,137 19.3 240 3,995 16.5 255 3,929 14.9

(2) 無形固定資産 34 0.1 22 0.1 22 0.1

(3) 投資その他の資産

１ 投資有価証券 2,081 1,050 1,357

２ その他 1,969 671 648

３ 貸倒引当金 △39 4,012 12.6 △110 1,610 6.7 △111 1,894 7.2

固定資産合計 10,183 32.0 5,628 23.3 5,846 22.2

資産合計 31,769 100.0 24,138 100.0 26,350 100.0



  
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金・工事未払金
及び分譲事業未払金

2,881 3,284 3,703

２ 短期借入金 ※２ 12,990 11,625 12,905

３ 未成工事受入金
及び分譲事業受入金

625 857 585

４ 賞与引当金 151 191 158

５ 完成工事補償引当金 44 47 43

６ その他 1,630 1,349 1,869

流動負債合計 18,324 57.7 17,355 71.9 19,265 73.1

Ⅱ 固定負債

１ 社債 340 ― ―

２ 長期借入金 ※２ 670 315 500

３ 退職給付引当金 807 30 33

４ 役員退職慰労引当金 191 204 197

５ 繰延税金負債 ― 24 103

６ その他 ※２ 523 421 546

固定負債合計 2,532 8.0 996 4.1 1,381 5.3

負債合計 20,856 65.7 18,351 76.0 20,647 78.4

(少数株主持分)

少数株主持分 139 0.4 3 0.0 0 0.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,761 11.8 3,761 15.6 3,761 14.3

Ⅱ 資本剰余金 4,102 12.9 1,632 6.8 4,102 15.5

Ⅲ 利益剰余金 2,958 9.3 496 2.1 △2,166 △8.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金 89 0.3 32 0.1 143 0.5

Ⅴ 自己株式 △139 △0.4 △139 △0.6 △139 △0.5

資本合計 10,773 33.9 5,783 24.0 5,702 21.6

負債、少数株主持分 
及び資本合計

31,769 100.0 24,138 100.0 26,350 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 13,490 100.0 13,911 100.0 23,394 100.0

Ⅱ 売上原価 11,290 83.7 11,643 83.7 19,475 83.2

 売上総利益 2,199 16.3 2,268 16.3 3,919 16.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費

１ 従業員給料手当 590 668 1,423

２ 賞与引当金繰入額 94 129 113

３ 退職給付引当金繰入額 138 55 205

４ 役員退職慰労引当金繰入額 5 7 11

５ 広告宣伝費 401 282 820

６ 貸倒引当金繰入額 11 15 1

７ 完成工事補償引当金繰入額 34 32 48

８ その他 884 2,160 16.0 886 2,077 14.9 1,890 4,514 19.3

 営業利益 39 0.3 191 1.4 ― ―

 営業損失 ― ― ― ― 595 △2.5

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 15 8 23

２ 受取配当金 7 6 12

３ 仕入割引 21 1 29

４ 賃貸資産収入 ― 7 ―

５ 受取手数料 48 23 45

６ 受取保証料 4 2 8

７ 役員退職慰労引当金戻入益 42 ― 42

８ その他 50 191 1.4 21 71 0.5 78 240 1.0

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 63 108 128

２ 賃貸資産費用 10 2 21

３ その他 12 86 0.6 3 114 0.8 23 173 0.7

 経常利益 143 1.1 148 1.1 ― ―

 経常損失 ― ― ― ― 528 △2.2

Ⅵ 特別利益

１ 固定資産売却益 ※１ ― 5 1

２ 投資有価証券売却益 ※２ 22 269 25

３ 退職給付引当金戻入益 ― ― 812

４ その他 0 22 0.1 0 274 2.0 35 874 3.7

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産売却損 ※３ 7 0 7

２ 固定資産除却損 ※５ 21 1 60

３ 固定資産評価損 ※４ ― ― 1,493

４ たな卸資産評価損 ― ― 1,382

５ 投資有価証券売却損 ― 5 5

６ 投資有価証券評価損 ― ― 760

７ 貸倒引当金繰入額 15 ― 359

８ その他 ― 44 0.3 ― 7 0.1 394 4,465 19.1

税金等調整前中間純利益 122 0.9 416 3.0 ― ―

税金等調整前当期純損失 ― ― ― ― 4,119 △17.6

法人税、住民税及び事業税 64 35 95

法人税等調整額 8 72 0.5 187 223 1.6 854 949 4.1

少数株主利益 15 0.1 0 0.0 21 0.1

中間純利益 34 0.3 192 1.4 ― ―



 
  

当期純損失 ― ― ― ― 5,090 △21.8



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,102 4,102 4,102

Ⅱ 資本剰余金増加高 ― ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高

１ 欠損てん補による資本準 
  備金取崩額

― ― 2,470 2,470 ― ―

Ⅳ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

4,102 1,632 4,102

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 3,035 △2,166 3,035

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 資本準備金取崩に伴う利 
  益剰余金増加高

― 2,470 ―

２ 中間純利益 34 34 192 2,662 ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 当期純損失 ― ― 5,090

２ 配当金 97 ― 97

３ 役員賞与 13 110 ― ― 13 5,201

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

2,958 496 △2,166



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー
税金等調整前中間純利益・
当期純損失

122 416 △4,119

減価償却費 148 122 303

連結調整勘定償却額 △6 △3 △12

貸倒引当金の増減額 
(減少：△)

13 3 341

賞与引当金の増減額 
(減少：△)

△13 33 △6

完成工事補償引当金の 
増減額(減少：△)

4 3 3

退職給付引当金の 
増減額(減少：△)

68 △3 △705

役員退職慰労引当金 
の増減額(減少：△)

△65 7 △58

受取利息及び受取配当金 △23 △15 △35

支払利息 63 108 128

投資有価証券売却損益 △22 △263 △20

投資有価証券評価損 ― ― 760

たな卸資産評価損 ― ― 1,382

会員権評価損 ― ― 148

新株引受権戻入益 ― ― △30

中途解約違約金 ― ― 214

損害賠償損失 ― ― 31

固定資産評価損 ― ― 1,493

固定資産処分損益 28 △3 66

売上債権の増減額 
(増加：△)

△148 △587 711

営業貸付金の増減額 
(増加：△)

△316 △13 1,781

たな卸資産の増減額 
(増加：△)

318 2,339 △1,821

仕入債務の増減額 
(減少：△)

△226 △419 594

未成工事受入金・分譲事業 
受入金の増減額(減少：△)

△318 272 △359

役員賞与の支払額 △16 ― △16

その他 △129 △351 295

小計 △518 1,646 1,072

利息及び配当金の受取額 23 15 35

利息の支払額 △61 △143 △131

中途解約違約金の支払額 ― △214 ―

損害賠償金の支払額 ― △31 ―



 
  

法人税等の支払額 △49 △70 △91

営業活動による 
キャッシュ・フロー

△606 1,203 884



  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー
定期預金の預入れによる 
支出

△100 △50 △150

定期預金の払戻しによる 
収入

100 50 200

有形固定資産の取得による 
支出

△242 △189 △270

有形固定資産の売却による 
収入

7 6 19

投資有価証券の取得による 
支出

△0 ― △0

投資有価証券の売却による 
収入

43 380 100

その他投資の取得による 
支出

△6 △7 △17

その他投資の回収による 
収入

35 213 47

その他 3 4 4

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△158 406 △65

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額 
(減少：△)

△220 △1,280 △304

長期借入金の返済による 
支出

△124 △270 △305

長期借入れによる収入 500 ― 500

自己株式の取得による 
支出

― △0 △0

社債の償還による支出 ― ― △502

社債の発行による収入 500 ― 494

社債発行費 ― ― 5

子会社株式の取得による
支出

― ― △112

配当金の支払額 △96 ― △97

少数株主への配当金の 
支払額

△4 ― △4

財務活動による 
キャッシュ・フロー

555 △1,550 △324

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増減額(減少：△)

△209 58 493

Ⅴ 現金及び現金同等物
の期首残高

4,838 5,331 4,838

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

4,628 5,390 5,331



  

継続企業の前提に関する注記

前中間連結会計期間
  （自 平成16年４月１日
   至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
  （自 平成17年４月１日
   至 平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日）

―――――

 
 
 
 
 
 
 
 

―――――
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 当社を含むミサワホームグループ

31社は、平成16年12月28日に㈱産業

再生機構（以下「機構」という）に

事業再生計画を提出し、再生支援の

申し込みを行い、同日付で支援決定

の通知を受けました。かかる状況に

おいて、当社の関係会社であるミサ

ワホームホールディングス㈱が多額

の特別損失の計上により当期末にお

いて債務超過となることから、当社

には継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。機構は、

平成17年３月25日に買取決定を行

い、機構と関係金融機関等の合意が

整いました。 

 なお、上記買取決定に基づいて、

当社主要取引先であるミサワホーム

㈱は平成17年６月10日付で金融機関

等から債務免除113,326百万円を受

け、関係会社であるミサワホームホ

ールディングス㈱は、㈱ユーエフジ

ェイ銀行を引受先とする第三者割当

増資（優先株式発行）19,999百万円

を実施しております。また、関係会

社であるミサワホームホールディン

グス㈱は平成17年６月24日付で、ト

ヨタ自動車㈱、ＮＰＦ－ＭＧ投資事

業有限責任組合、あいおい損害保険

㈱を引受先として第三者割当増資

（普通株式発行）25,826百万円を実

施しております。 

 これを受け、ミサワホームグルー

プは、住宅事業への経営資源の集中

及び財務リストラを中心とした事業

再生計画の実行により継続企業の前

提に関する重要な疑義は解消される

ものと考えております。したがっ

て、当社は、継続企業を前提として

連結財務諸表を作成しており、当該

重要な疑義の影響を連結財務諸表に

は反映しておりません。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

 全ての子会社(３社)を連

結しております。当該子会

社は、ミサワホームイング

東北㈱、エム・アール・デ

ィー仙台㈱及びミサワホー

ムサービス東北㈱でありま

す。

同左 同左

２ 持分法の適用に関

する事項

 該当事項はありません。 同左 同左

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関す

る事項

 

 連結子会社の中間決算日

が中間連結決算日と異なる

会社は次のとおりでありま

す。

会社名 中間決算日

エム・アール・ 
ディー仙台㈱

６月30日

 なお、中間連結財務諸表

の作成に当たっては、中間

決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、

中間連結決算日までの期間

に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整

を行っております。

同左

 

 連結子会社の決算日が連

結決算日と異なる会社は次

のとおりであります。

会社名 決算日

エム・アール・ 
ディー仙台㈱

12月31日

 なお、連結財務諸表の作

成に当たっては、決算日現

在の財務諸表を使用してお

ります。ただし、連結決算

日までの期間に発生した重

要な取引については、連結

上必要な調整を行っており

ます。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

…移動平均法による

原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

②たな卸資産

分譲土地建物・販売

用土地・商品・未成

工事支出金・未成分

譲支出金

…個別法による原価

法

②たな卸資産

同左

②たな卸資産

同左



  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

…定率法

②投資用資産

…定率法

 なお、主な資産の耐用

年数は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物

３～50年

投資用資産

11～47年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

…定率法

②  ―――――

 なお、主な資産の耐用

年数は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物

７～50年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

…定率法

②  ―――――

 なお、主な資産の耐用

年数は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物

６～50年

(3) 重要な繰延資産の処理

方法

 社債発行費

 支出時に全額費用として

処理しております。

(4) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(3)   ―――――

 

 

(4) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

同左

(3) 重要な繰延資産の処理

方法

 社債発行費

 支出時に全額費用として 

 処理しております。

(4) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

 従業員の賞与支給に備

えるため、支給見込額の

当中間期負担額を計上し

ております。

②賞与引当金

同左

②賞与引当金

 従業員の賞与支給に備

えるため、支給見込額の

当期負担額を計上してお

ります。

③完成工事補償引当金

 完成工事に係る瑕疵担

保の費用に備えるため、

過年度の実績を基礎に将

来の補償見込みを加味し

て算出した額を計上して

おります。

③完成工事補償引当金

同左 

 

 

 

 

 

 

③完成工事補償引当金

同左 

 

 

 

 

 

 



  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

④退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

 なお、会計基準変更時

差異(1,145百万円)は、

15年による均等額を費用

処理しております。過去

勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により費用処理しており

ます。数理計算上の差異

は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10

年)による定額法によ

り、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理

しております。

 また、当社は、適格退

職年金制度における年金

資産の額が退職給付債務

等の額を超えているた

め、当該超過額を投資そ

の他の資産の「その他」

に計上しております。

④退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

 なお、会計基準変更時

差異(△19百万円)は、15

年による均等額を費用処

理しております。過去勤

務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法に

より費用処理しておりま

す。数理計算上の差異

は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10

年)による定額法によ

り、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理

しております。

 また、当社は、適格退

職年金制度における年金

資産の額が退職給付債務

等の額を超えているた

め、当該超過額を投資そ

の他の資産の「その他」

に計上しております。

④退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。

 なお、会計基準変更時

差異(△19百万円)は、15

年による均等額を費用処

理しております。過去勤

務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法に

より費用処理しておりま

す。数理計算上の差異

は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10

年)による定額法によ

り、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理

しております。

 また、当社は、適格退

職年金制度における年金

資産の額が退職給付債務

等の額を超えているた

め、当該超過額を投資そ

の他の資産の「その他」

に計上しております。 

（追加情報） 

 当社は適格退職年金制

度及び厚生年金基金制度

を採用しておりました

が、ミサワホーム厚生年

金基金が、平成16年12月

21日付で厚生労働省より

解散を認可され、同日を

もって解散いたしまし

た。これに伴い、厚生年

金基金制度に係わる退職

給付引当金を全額取崩し

「退職給付引当金戻入

益」として、特別利益に

812百万円計上しており

ます。

⑤役員退職慰労引当金

 当社及びミサワホーム

イング東北㈱は、役員退

職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく中間期

末要支給額を計上してお

ります。

⑤役員退職慰労引当金

同左

⑤役員退職慰労引当金

 当社及びミサワホーム

イング東北㈱は、役員退

職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要

支給額を計上しておりま

す。



  

 
  

会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(5) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左 

 

 

 

 

 

 

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左 

 

 

 

 

 

 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理方

法

 税抜方式によっており

ます。

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理方

法

同左

(6) その他連結財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項

 消費税等の会計処理方

法

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、要求払預金及び

取得日から３か月以内に満

期日の到来する定期預金で

あります。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び取得

日から３か月以内に満期日

の到来する定期預金であり

ます。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号）を当中間連結会

計期間から適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

(中間連結損益計算書)

 前中間連結会計期間において独立掲記しておりました

「賃貸資産収入」（当中間連結会計期間５百万円）

は、営業外収益の総額の100分の10以下であるため、当

中間連結会計期間においては営業外収益の「その他」

に含めて表示しております。

（中間連結損益計算書） 

 「賃貸資産収入」は、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため、当中間連結会計期間より独立掲記するこ

ととしました。なお、前中間連結会計期間は営業外収益

の「その他」に５百万円含まれております。



追加情報 

  

   
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

法人事業税における外

形標準課税部分の中間

連結損益計算書上の表

示方法

 実務対応報告第12号「法

人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員

会 平成16年２月13日）が

公表されたことに伴い、当

中間連結会計期間から同実

務対応報告に基づき、法人

事業税の付加価値割及び資

本割13百万円を販売費及び

一般管理費として処理して

おります。

―――――  実務対応報告第12号「法

人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員

会 平成16年２月13日）が

公表されたことに伴い、当

連結会計年度より同実務対

応報告に基づき、法人事業

税の付加価値割及び資本割

19百万円を販売費及び一般

管理費として処理しており

ます。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、2,957百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、2,652百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、2,810百万円でありま

す。

 

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 132百万円

土地 1,672

計 1,804

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保に供している資産

たな卸資産 198百万円

建物及び構築物 98    

土地 101

計 398

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保に供している資産

たな卸資産 591百万円

建物及び構築物 101

土地 101

計 794

(2) 上記に対応する債務

短期借入金 679百万円

長期借入金
(１年以内返済
予定含む)

11

定期借地権設定
契約に基づく
受入保証金

175

計 865

 

(2) 上記に対応する債務

短期借入金 200百万円

定期借地権設定
契約に基づく
受入保証金

52

計 252
 

(2) 上記に対応する債務

短期借入金 200百万円

定期借地権設定
契約に基づく
受入保証金

173

計 373

３ 保証債務

   住宅資金つなぎ融資及び住宅

ローン融資利用者のために金融

機関等に対し保証を行っており

ます。

(1) 住宅資金つなぎ融資に対する

保証

つなぎ融資利用者(36名)

539百万円

３ 保証債務

   住宅資金つなぎ融資及び住宅

ローン融資利用者のために金融

機関等に対し保証を行っており

ます。

(1) 住宅資金つなぎ融資に対する

保証

つなぎ融資利用者(49名)

727百万円

３ 保証債務

   住宅資金つなぎ融資及び住宅

ローン融資利用者のために金融

機関等に対し保証を行っており

ます。

(1) 住宅資金つなぎ融資に対する

保証

つなぎ融資利用者(34名)

414百万円

(2) 住宅ローン融資に対する保証

住宅ローン利用者(74名)

996百万円

(注) 住宅ローン融資に対する保

証については、債務保証して

いる期間は融資金実行より登

記手続完了までであります。

※４    ―――――

(2) 住宅ローン融資に対する保証

住宅ローン利用者(140名)

2,454百万円

 

 

 

 

※４    ―――――

(2) 住宅ローン融資に対する保証

住宅ローン利用者(93名)

1,354百万円

(注) 住宅ローン融資に対する保

証については、債務保証して

いる期間は融資金実行より登

記手続完了までであります。

※４ 有形固定資産の「土地」のう

ち591百万円については、保有

目的の変更によりたな卸資産に

振替えております。



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１    ――――― 

 

 

※２    ――――― 

 

 

※３ 固定資産売却損は、投資用資

産の売却によるものでありま

す。

※４    ――――― 

 

 

 

 

 

 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 0百万円

その他 20

計 21
 

※１ 固定資産売却益の主なもの

は、土地の売却によるものであ

ります。

※２ 投資有価証券売却益は、関係

会社株式の売却によるものであ

ります。

※３ 固定資産売却損の主なもの

は、無形固定資産の電話加入権

の売却によるものであります。

※４    ――――― 

 

 

 

 

 

 

※５ 固定資産除却損は、有形固定

資産「その他」の工具器具備品

の除却によるものであります。

 

※１ 固定資産売却益は、建物の売

却によるものであります。 

 

※２    ――――― 

 

 

※３ 固定資産売却損は、投資用資

産の売却によるものでありま

す。

※４ 固定資産評価損の内訳は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 238百万円

土地 1,047

投資用資産 196

その他 10

計 1,493

※５ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 53百万円

その他  6

計 60

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 4,728百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金

△100

現金及び現金同等物 4,628
 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 5,440百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△50

現金及び現金同等物 5,390
 

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

現金及び預金 5,381百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金

△50

現金及び現金同等物 5,331



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物

64 53 10

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物

64 59 5

有形固定
資産 
(その他)

2 1 1

  合計 67 60 6

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物

64 57 7

有形固定
資産 
(その他)

2 1 1

合計 67 58 9

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 16百万円

１年超 2

合計 19

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 3百万円

１年超 1

合計 4

② 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 11百万円

１年超 1

合計 13

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(1)支払リース料 8百万円

(2)減価償却費相当額 3

(3)支払利息相当額 0

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(1)支払リース料 8百万円

(2)減価償却費相当額 2

(3)支払利息相当額 0

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(1)支払リース料 18百万円

(2)減価償却費相当額 8

(3)支払利息相当額 0

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を10％として定率法により

計算した額に、10/９を乗じて算

出しております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 
(百万円)

建物及び 
構築物

295 229 66

有形固定 
資産 
(その他)

21 9 11

合計 316 238 78

(貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高

取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 
(百万円)

建物及び 
構築物

166 156 9

有形固定 
資産 
(その他)

21 14 6

合計 187 171 15

(貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高

取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

建物及び 
構築物

236 202 34

有形固定 
資産 
(その他)

21 12 8

合計 257 214 43

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 65百万円

１年超 16

合計 82

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 15百万円

１年超 1

合計 16

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 42百万円

１年超 3

合計 45

③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

(1)受取リース料 42百万円

(2)減価償却費 39

(3)受取利息相当額 2

③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

(1)受取リース料 30百万円

(2)減価償却費 27

(3)受取利息相当額 0

③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

(1)受取リース料 80百万円

(2)減価償却費 73

(3)受取利息相当額 3

④ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額の差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息

法によっております。

④ 利息相当額の算定方法

同左

④ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 775 925 150

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 775 925 150

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,156百万円

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 545 602 56

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 545 602 56

非上場株式 447百万円



(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

（注）その他有価証券で時価のある株式に関し下落率が30％～50％の銘柄については、期末日の時価が２年連続して

取得原価に比べて30％以上下落している銘柄についてはその回復可能性を検討し、減損処理の適否を判定する

こととしております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 662 910 247

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 662 910 247

非上場株式 447百万円



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

販売方法及び商品の存在形態の類似性を考慮して区分しております。 

  

住宅請負事業 
(百万円)

分譲事業
(百万円)

住宅金融、
その他事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益 
売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

7,793 5,116 579 13,490 ― 13,490

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 110 110 (110) ―

計 7,793 5,116 690 13,600 (110) 13,490

営業費用 7,716 5,285 550 13,552 (101) 13,450

営業利益又は 
営業損失（△）

77    △168 139 47 (8) 39

住宅請負事業 
(百万円)

分譲事業
(百万円)

住宅金融、
その他事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益 
売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

7,623 5,856 432 13,911 ― 13,911

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 71 71 (71) ―

計 7,623 5,856 503 13,983 (71) 13,911

営業費用 7,333 6,023 425 13,782 (61) 13,720

営業利益又は 
営業損失（△）

289    △167 78 201 (10) 191

住宅請負事業 
(百万円)

分譲事業
(百万円)

住宅金融、
その他事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益 
売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

14,927 7,559 907 23,394 ― 23,394

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 167 167 (167) ―

計 14,927 7,559 1,075 23,561 (167) 23,394

営業費用 15,322 7,966 852 24,141 (151) 23,989

営業利益又は 
営業損失（△）

△394 △407 223 △579 (16) △595



２ 各事業区分別の主要な商品等は次のとおりであります。 

  

 
３ 営業費用のうち「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額及び主な内容は次のとおりであります。

  

 
  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度における、本邦以外の国又は地域に

所在する連結子会社、在外支店はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、海外売上高がないた

め、記載すべき事項はありません。 

  

事業区分 主要商品及び事業内容

住宅請負事業
木質及びセラミック住宅の建築請負
増築・リフォーム工事等

分譲事業
土地付分譲住宅の販売及び施工
土地付注文住宅の販売及び施工 
分譲宅地の販売

住宅金融、 
その他事業

不動産の仲介 
住宅資金つなぎ融資 
固定資産のリース 
住宅設備・家具等の販売

前中間連結
会計期間

(自 平成16年
 ４月１日
至 平成16年
 ９月30日)

当中間連結
会計期間

(自 平成17年
 ４月１日
至 平成17年
 ９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年
 ４月１日
至 平成17年
 ３月31日)

主な内容

(百万円) (百万円) (百万円)

消去又は全社の項 
目に含めた配賦不 
能営業費用の金額

8 10 16 役員報酬(一部)等



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間純利益又は当期純損失（△）算定上の基礎は、次のとおりであります。 

   
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 665円22銭 １株当たり純資産額 357円15銭 １株当たり純資産額 352円10銭

１株当たり中間純利益 2円10銭 １株当たり中間純利益 11円88銭 １株当たり当期純損失 314円35銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間純利益又は当期純損失
(△)(百万円)

34 192 △5,090

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

(うち利益処分による役員
賞与金)

― ― ―

普通株式に係る中間純利益
又は当期純損失(△)(百万
円)

34 192 △5,090

普通株式の期中平均株式数
(株)

16,194,848 16,194,796 16,194,830

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要

旧商法に基づき新株引
受権付社債を発行して
おります。
潜在株式の数

460,000株
その概要は次のとおり
であります。 
第１回無担保新株引受
権付社債（平成12年10
月４日発行）

新株引受権の
残高

30百万円

新株引受権の
権利行使によ
り発行する株
式の発行価格

660円

資本組入額 330円

―――――
 
 
 
 

――――― 
 
 
 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 3,557 4,083 3,503

２ 完成工事未収入金 611 492 222

３ 分譲事業未収入金 611 426 75

４ 売掛金 1 0 0

５ 分譲土地建物 3,865 2,763 4,340

６ 販売用土地 ※２ 3,791 3,100 3,410

７ 商品 8 ― ―

８ 未成工事支出金 779 456 914

９ 未成分譲支出金 1,382 1,826 1,906

10 その他 1,774 725 1,127

11  貸倒引当金   △46 △104 △105

流動資産合計 16,336 63.6 13,771 74.8 15,394 74.5

Ⅱ 固定資産

(1) 有形固定資産

１ 建物
※１ 
※２

1,520 966 1,192

２ 土地 ※２ 3,620 1,641 1,849

３ その他 ※１ 193 165 145

有形固定資産合計 5,334 20.8 2,773 15.1 3,188 15.4

(2) 無形固定資産 31 0.1 19 0.1 20 0.1

(3) 投資その他の資産

１ 投資有価証券 1,640 1,001 885

２ その他 2,376 957 1,282

３ 貸倒引当金 △38 △109 △110

投資その他の資産合計 3,978 15.5 1,850 10.0 2,057 10.0

固定資産合計 9,343 36.4 4,643 25.2 5,266 25.5

資産合計 25,680 100.0 18,415 100.0 20,661 100.0



  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 855 2,014 2,180

２ 工事未払金 691 549 665

３ 分譲事業未払金 1,009 417 517

４ 短期借入金 8,000 7,175 8,405

５ １年以内返済予定の
  長期借入金

380 295 380

６ １年以内償還予定の社債 463 ― ―

７ 未払法人税等 18 11 30

８ 未成工事受入金 446 475 477

９ 分譲事業受入金 119 306 89

10 預り金 508 450 691

11 賞与引当金 108 152 120

12 完成工事補償引当金 44 45 41

13 その他 303 344 512

流動負債合計 12,947 50.4 12,236 66.5 14,113 68.3

Ⅱ 固定負債

１ 社債 340 ― ―

２ 長期借入金 670 315 500

３ 退職給付引当金 451 ― ―

４ 役員退職慰労引当金 178 189 183

５ 繰延税金負債 ― 24 103

６ 受入保証金 ※２ 355 227 352

７ 長期未払金 ― 6 ―

固定負債合計 1,995 7.8 762 4.1 1,139 5.5

負債合計 14,943 58.2 12,999 70.6 15,253 73.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,761 14.6 3,761 20.4 3,761 18.2

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 4,102 1,000 4,102

２ その他資本剰余金 ― 632 ―

   資本剰余金合計 4,102 16.0 1,632 8.9 4,102 19.9

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 311 ― 311

２ 任意積立金 2,020 ― 2,020

３ 中間未処分利益 581 125 ―

４ 当期未処理損失 ― ― 4,801

   利益剰余金合計 2,912 11.3 125 0.7 △2,470 △11.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金 99 0.4 35 0.2 153 0.7

Ⅴ 自己株式 △139 △0.5 △139 △0.8 △139 △0.7

資本合計 10,736 41.8 5,415 29.4 5,408 26.2

負債・資本合計 25,680 100.0 18,415 100.0 20,661 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 完成工事高 6,317 6,181 11,995

Ⅱ 完成工事原価 5,345 5,081 10,098

完成工事総利益 971 1,100 1,897

Ⅲ 分譲事業売上高 5,116 5,856 7,559

Ⅳ 分譲事業売上原価 4,518 5,234 6,683

分譲事業総利益 598 621 876

Ⅴ 商品売上高等収入 468 230 571

Ⅵ 商品売上高等収入原価 286 131 302

商品売上高等総利益 181 99 268

売上高合計 11,902 100.0 12,267 100.0 20,126 100.0

売上原価合計 10,150 85.3 10,447 85.2 17,083 84.9

 売上総利益 1,751 14.7 1,820 14.8 3,042 15.1

Ⅶ 販売費及び一般管理費 1,850 15.5 1,770 14.4 3,917 19.5

営業利益 ― ― 50 0.4 ― ―

営業損失 98 △0.8 ― ― 875 △4.4

Ⅷ 営業外収益

１ 受取利息 15 8 23

２ その他営業外収益 ※２ 169 66 224

営業外収益合計 185 1.6 75 0.6 247 1.2

Ⅸ 営業外費用

１ 支払利息 51 92 104

２ その他営業外費用 27 4 42

営業外費用合計 78 0.7 96 0.8 147 0.7

 経常利益 7 0.1 28 0.2 ― ―

 経常損失 ― ― ― ― 775 △3.9

Ⅹ 特別利益 ※３ 21 0.2 278 2.3 582 2.9

XI 特別損失 ※４ 24 0.2 3 0.0 4,422 21.9

税引前中間純利益 5 0.1 303 2.5 ― ―

税引前当期純損失 ― ― ― ― 4,615 △22.9

法人税、住民税及び 
事業税

8 8 16

法人税等調整額 0 8 0.1 169 177 1.5 753 770 3.9

中間純利益 ─ ─ 125 1.0 ― ―

中間（当期）純損失 3 △0.0 ― ― 5,385 △26.8

前期繰越利益 584 ― 584

中間未処分利益 581 125 ―

当期未処理損失 ― ― 4,801



継続企業の前提に関する注記 

  

 
  

前中間会計期間
  （自 平成16年４月１日
   至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
  （自 平成17年４月１日
   至 平成17年９月30日）

前事業年度
（自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日）

―――――

 
 
 
 
 
 
 
 

―――――
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 当社を含むミサワホームグループ

31社は、平成16年12月28日に㈱産業

再生機構（以下「機構」という）に

事業再生計画を提出し、再生支援の

申し込みを行い、同日付で支援決定

の通知を受けました。かかる状況に

おいて、当社の関係会社であるミサ

ワホームホールディングス㈱が多額

の特別損失の計上により当期末にお

いて債務超過となることから、当社

には継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。機構は、

平成17年３月25日に買取決定を行

い、機構と関係金融機関等の合意が

整いました。 

 なお、上記買取決定に基づいて、

当社主要取引先であるミサワホーム

㈱は平成17年６月10日付で、金融機

関等から債務免除113,326百万円を

受け、関係会社であるミサワホーム

ホールディングス㈱は、㈱ユーエフ

ジェイ銀行を引受先とする第三者割

当増資（優先株式発行）19,999百万

円を実施しております。また、関係

会社であるミサワホームホールディ

ングス㈱は平成17年６月24日付で、

トヨタ自動車㈱、ＮＰＦ－ＭＧ投資

事業有限責任組合、あいおい損害保

険㈱を引受先として第三者割当増資

（普通株式発行）25,826百万円を実

施しております。 

 これを受け、ミサワホームグルー

プは、住宅事業への経営資源の集中

及び財務リストラを中心とした事業

再生計画の実行により継続企業の前

提に関する重要な疑義は解消される

ものと考えております。したがっ

て、当社は、継続企業を前提として

財務諸表を作成しており、当該重要

な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準

 及び評価方法

(1) 有価証券

  子会社株式

  …移動平均法による原

価法

(1) 有価証券

子会社株式

同左

(1) 有価証券

子会社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

…期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

   …移動平均法による

原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

  分譲土地建物、販売用

土地、商品、未成工事

支出金及び未成分譲支

出金

…個別法による原価法

(2) たな卸資産

    分譲土地建物、販売用

土地、未成工事支出金

及び未成分譲支出金

…個別法による原価法

(2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産及び投資用

資産

…定率法

なお、主な資産の耐用年

数は次のとおりでありま

す。

建物     ３～50年

展示用建物    ７年

投資用資産  11～47年

有形固定資産 

…定率法

なお、主な資産の耐用年

数は次のとおりでありま

す。

建物     ７～50年

展示用建物    ７年

有形固定資産 

…定率法

なお、主な資産の耐用年

数は次のとおりでありま

す。

建物     ６～50年

展示用建物    ７年

３ 繰延資産の処理方

法

４ 引当金の計上基準

 社債発行費

 支出時に全額費用として

処理しております。

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

 ―――――

 

(1) 貸倒引当金

同左

 社債発行費

 支出時に全額費用として

処理しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備

えるため、支給見込額を

計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左



  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担

保の費用に備えるため、

過年度の実績を基礎に将

来の補償見込みを加味し

て算出した額を計上して

おります。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生

していると認められる額

を計上しております。

なお、会計基準変更時

差異(998百万円)につい

ては、15年による均等額

を費用処理しておりま

す。過去勤務債務は、そ

の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理

しております。数理計算

上の差異は、その発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により、それぞれ発生の

翌期から費用処理してお

ります。

また、適格退職年金制

度における年金資産の額

が退職給付債務等の額を

超えているため、当該超

過額を投資その他の資産

の「その他」に計上して

おります。

(3) 完成工事補償引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生

していると認められる額

を計上しております。

なお、会計基準変更時

差異（△50百万円）は、

15年による均等額を費用

処理しております。過去

勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額

法により費用処理してお

ります。数理計算上の差

異は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

（10年）による定額法に

より、それぞれ発生の翌

期から費用処理しており

ます。

また、適格退職年金制

度における年金資産の額

が退職給付債務等の額を

超えているため、当該超

過額を投資その他の資産

の「その他」に計上して

おります。

(3) 完成工事補償引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計

上しております。

なお、会計基準変更時

差異(△50百万円)は、15

年による均等額を費用処

理しております。過去勤

務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法に

より費用処理しておりま

す。数理計算上の差異

は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10

年)による定額法によ

り、それぞれ発生の翌期

から費用処理しておりま

す。

また、適格退職年金制

度における年金資産の額

が退職給付債務等の額を

超えているため、当該超

過額を投資その他の資産

の「長期前払費用」に計

上しております。

（追加情報）

当社は、適格退職年金

制度及び厚生年金基金を

採用しておりましたが、

ミサワホーム厚生年金基

金が、平成16年12月21日

付で厚生労働省より解散

を認可され、同日をもっ

て解散いたしました。こ

れに伴い、厚生年金基金

制度に係わる退職給付引

当金を全額取崩し「退職

給付引当金戻入益」とし

て、特別利益に525百万

円計上しております。



  

 
  

会計処理の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(5) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支出

に備えて、内規に基づく

中間期末要支給額を計上

しております。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支出

に備えて、内規に基づく

期末要支給額を計上して

おります。

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっておりま

す。

 消費税等の会計処理方法

同左

 消費税等の会計処理方法

同左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号）を当中間会計期

間から適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

法人事業税における外

形標準課税部分の中間

損益計算書上の表示方

法

 実務対応報告第12号「法

人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員

会 平成16年２月13日）が

公表されたことに伴い、当

中間期から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割12百万

円を販売費及び一般管理費

として処理しております。

―――――  実務対応報告第12号「法

人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員

会 平成16年２月13日）が

公表されたことに伴い、当

期より同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割16百万円を

販売費及び一般管理費とし

て処理しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、1,815 百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、1,502 百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、1,722 百万円でありま

す。

 

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保に供している資産

建物 28百万円

土地 1,571

計 1,599

  上記のうち、建物28百万円、

土地280百万円は、エム・アー

ル・ディー仙台㈱の借入金につ

いて担保提供しております。

(2) 上記に対応する債務

定期借地権設定
契約に基づく
受入保証金

175百万円

 

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保に供している資産

販売用土地 198百万円

 

 

 

 

(2) 上記に対応する債務

定期借地権設定
契約に基づく
受入保証金

52百万円

 

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保に供している資産

販売用土地 591百万円

(2) 上記に対応する債務

定期借地権設定
契約に基づく
受入保証金

173百万円

３ 保証債務

住宅資金つなぎ融資及び住宅

ローン融資利用者のために金融

機関等に対し保証を行っており

ます。

３ 保証債務

住宅資金つなぎ融資及び住宅

ローン融資利用者のために金融

機関等に対し保証を行っており

ます。

３ 保証債務

住宅資金つなぎ融資及び住宅

ローン融資利用者のために金融

機関等に対し保証を行っており

ます。

(1) 住宅資金つなぎ融資に対する

保証

つなぎ融資利用者(157名)

2,580百万円

(1) 住宅資金つなぎ融資に対する

保証

つなぎ融資利用者(104名)

1,559百万円

(1) 住宅資金つなぎ融資に対する

保証

つなぎ融資利用者(123名)

1,943百万円

(2) 住宅ローン融資に対する保証

住宅ローン利用者(74名)

996百万円

(2) 住宅ローン融資に対する保証

住宅ローン利用者(140名)

2,454百万円

(2) 住宅ローン融資に対する保証

住宅ローン利用者(93名)

1,354百万円

(注) 住宅ローン融資に対する保

証については、債務保証して

いる期間は融資金実行より登

記手続完了までであります。

(注) 住宅ローン融資に対する保

証については、債務保証して

いる期間は融資金実行より登

記手続完了までであります。



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 １ 有形固定資産、無形固定資産

及び投資その他の資産の減価償

却費は、次のとおりでありま

す。

有形固定資産 75百万円

無形固定資産 0

投資その他の 
資産

3

計 78
 

 １ 有形固定資産及び無形固定資

産の減価償却費は、次のとおり

であります。 

有形固定資産 54百万円

無形固定資産 0

計 55

 １ 有形固定資産、無形固定資産

及び投資その他の資産の減価償

却費は、次のとおりでありま

す。

有形固定資産 154百万円

無形固定資産 0

投資その他の 
資産 6

計 160

 

※２ その他営業外収益の主なもの

は、次のとおりであります。

受取手数料 39百万円

仕入割引 21

役員退職慰労引
当金戻入益

42

   
 

※２ その他営業外収益の主なもの

は、次のとおりであります。

受取手数料 23百万円

受取配当金 17

   
 

※２ その他営業外収益の主なもの

は、次のとおりであります。

受取手数料 56百万円

仕入割引 29

役員退職慰労引当
金戻入益

42

 

※３ 特別利益の主なものは、次の

とおりであります。

投資有価証券売
却益

21百万円

 
 

※３ 特別利益の主なものは、次の

とおりであります。

関係会社株式売
却益

269百万円

 

※３ 特別利益の主なものは、次の

とおりであります。

投資有価証券売却
益

25百万円

退職給付引当金戻
入益

525

新株引受権戻入益 30

 

※４ 特別損失の主なものは、次の

とおりであります。

投資用資産売却
損

 7百万円

ゴルフ会員権貸
倒引当金繰入額

15  

※４ 特別損失の主なものは、次の

とおりであります。

固定資産除却損 1百万円

 

※４ 特別損失の主なものは、次の

とおりであります。   

固定資産評価損 1,410百万円

たな卸資産評価
損

1,294

投資有価証券評
価損

760

関係会社株式評
価損

359



(リース取引関係) 

  

   
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社で時

価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定
資産 ( そ
の他)

283 227 56

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定
資 産 ( そ
の他)

320 189 131

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定
資 産 ( そ
の他)

304 238 66

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 65百万円

１年超 33

計 98

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 56百万円

１年超 107

計 163

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 54百万円

１年超 40

計 95

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(1) 支払リース料 38百万円

(2) 減価償却費相当額 16

(3) 支払利息相当額 2

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(1) 支払リース料 52百万円

(2) 減価償却費相当額 41

(3) 支払利息相当額 4

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(1) 支払リース料 77百万円

(2) 減価償却費相当額 42

(3) 支払利息相当額 5

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を10％として定率法により

計算した額に、10/９を乗じて算

出しております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

該当事項はありません。 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第36期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
東北財務局長に提出。

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成16年12月3日

東 北 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北ミサワホーム株

式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）

に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、東北ミサワホーム株式会社及び連結子会社の平成16年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成16年4月1日から平成16年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 正 挙 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

東 北 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北ミサワホーム株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、東北ミサワホーム株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期

間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 正 挙 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成16年12月3日

東 北 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北ミサワホーム株

式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第36期事業年度の中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、東北ミ

サワホーム株式会社の平成16年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30

日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 正 挙 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

東 北 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北ミサワホーム株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、東北ミ

サワホーム株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 正 挙 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 
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